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１．はじめに
所得分配の不平等度は経済学において古くから取り上げられてきた
テーマの一つである。特に，日本では橘木（１９９８）を契機として，深刻
な格差拡大の問題として取り上げられるようになった。最近の研究は大
竹（２００５）にまとめられているが，注目すべき点はいずれの研究におい
ても，記述統計にもとづいて議論が行われていることである。つまり，
データから計算されたジニ係数などの変化から格差の拡大や縮小の議論
が行われてきた。これに対して，同じデータを利用して，所得分布をパ
ラメトリックに推定する方法や格差の変化を検定する方法も提案されて
きた。
日本のデータを用いた分析だけに注目しても，所得分布の推定や検
定に関する研究はいくつも存在する。例えば，Atoda et al.（１９８８）や
Tachibanaki et al.（１９９７）では所得再分配調査のデータを用いて，所得
分布をパラメトリックに推定し，Singh and Maddala（１９７６）によって
提案されたSingh-Maddala分布のあてはまりがいいことを示している。
他方，西埜他（２００７）やNishino and Kakamu（２０１１）では，それぞれ
パレート分布と対数正規分布を仮定して，家計調査のデータを用いて，
一般化最小２乗法による推定方法を提案するとともに，格差の変化を検
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定する方法を提案している。さらに，Nishino et al.（２０１２）では所得分
布の推移に時系列構造を仮定したモデルの推定を行っている。
所得分布を推定するに当たっては，様々なデータが利用可能であるだ
けでなく，それぞれのデータに長所や短所があることが知られている１）。
なかでも，総務省の行っている『家計調査報告』（以下，家計調査）は
所得分配の分析における代表的なデータの一つであり，高山（１９８０）な
どがその先駆的な研究として挙げられる。近年では所得再分配調査に基
づく研究も盛んに行われているが（例えば大竹（２００５）など），本稿で
はAtoda et al.（１９８８）やTachibanaki et al.（１９９７）で日本の所得分布は
Singh-Maddala分布のあてはまりがいいことが指摘されているにもかか
わらず，Singh-Maddala分布を仮定した家計調査の分析が行われていな
いことに加えて，豊田・和合（１９７７）同様に，長期にわたり同じ形式の
統計表が利用できるという理由から長期的な所得分布の推移を見るのに
適しているので家計調査を用いる。
家計調査の「職業別世帯分布表」に従うと，職業は世帯主の職種によ
り，
１．常用労務者
２．臨時・日雇労務者
 







勤労者世帯３．民間職員
４．官公職員
５．商人・職人
 











全世帯
６．個人経営者
７．法人経営者
 










一般世帯
８．自由業者
９．その他
１０．無職
１）舟岡（２００１）では調査毎に不平等度の大きさが異なる原因について詳細に検
討している。
家計調査からみた日本の所得分配：Singh-Maddala分布による検討
８４ （４４０）
x
n
n2－n1
n
n3－n2
n
n4－n3
n
n－n4
n
f（x）
x1 x2 x3 x4
n1
に分類される。本稿ではこの中でも長期的に利用可能な全世帯と勤労者
世帯の５分位データから所得分布の推定を行う。家計調査の５分位デー
タからはn＝１０，０００の標本におけるn１＝２，０００のx１，n２＝４，０００のx２，n３＝
６，０００のx３，n４＝８，０００のx４の所得データが得られる２）。このデータから図
１のようにヒストグラムを描くことができる。しかしながら，ヒストグ
ラムは限られたデータからの近似であるので，もとの所得分布（破線）
に関心があるときには，何らかの方法でその分布を推定することが求め
られる。その為に，分布形を仮定しその分布のパラメータを推定する方
法が提案されてきた。分布や推定方法に関してはKleiber and Kotz
（２００３），西埜（２０１２）やKakamu and Nishino（２０１３）を参照されたい。
本稿では１９７１年から２００７年までの家計調査の５分位データを用いて所
得分布の推定を行った。分析に当たってはChotikapanich and Griffiths
（２０００）によって提案されたマルコフ連鎖モンテ・カルロ法（MCMC法）
２）グループ・データには各グループの平均所得と各グループの標本比率が分かっ
ている場合もある。本稿ではこのケースを扱わないが，Hajargasht et al.
（２０１２）等はこのケースを扱っている。
図１ ５分位データ
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を用いたSingh-Maddala分布の推定を行った。しかしながら，以下の３
点に違いがある。第１点は，Chotikapanich and Griffiths（２０００）は多
項最尤法に基づく尤度を用いているのに対して，本項では部分順序統計
量を用いた尤度を利用している点である。第２点は，Chotikapanich
and Griffiths（２０００）では非正則な無情報事前分布を仮定しているのに
対して，本稿では正則な事前分布を仮定している点である。第３点は，
Chotikapanich and Griffiths（２０００）ではSingh-Maddala分布のパラメー
タ空間に制約を設けて推定を行っているのに対して，本稿ではパラメー
タ空間に制約を設けず，本来のパラメータ空間で推定を行っている点で
ある。
実証分析の結果，Singh-Maddala分布を仮定すると，ジニ係数の経年
変化はNishino et al.（２０１２）と似たものとなるが，統計的に意味のある
格差の拡大は全世帯の１９８３年から１９８７年にかけてと１９９７年以降，勤労者
世帯では１９７１年から１９７４年にかけてと１９８４年から１９８７年にかけてで確認
できる。この結果は，西埜他（２００７）やNishino and kakamu（２０１１），
Nishino et al.（２０１２）のようにパレート分布や対数正規分布を仮定した
場合と異なる結果となっており，分布の仮定が間違っていると結果の解
釈を間違ったものにするということを示唆する結果である。
本稿の構成は以下の通りである。次節では実証分析で用いるSingh-
Maddala分布とその特性について紹介する。３節では家計調査５分位
データからSingh-Maddala分布のパラメータをマルコフ連鎖モンテ・カ
ルロ法によって推定する方法を説明する。４節では日本の所得分布の推
定結果を示す。そして，５節ではまとめと今後の課題について述べる。
２．Singh-Maddala分布
Singh-Maddala分布はSingh and Maddala（１９７６）によって提案され
た分布であり，a＞０，b＞０，q＞０の３つのパラメータによって特徴
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付けられる分布である。この分布はもともとBurr（１９４８）によって提案
されたものであり，Burr（１９４２）におけるBurr XII分布としても知られ
ている。以下では，Singh and Maddala（１９７６）にしたがって，Singh-
Maddala分布を見ていく。
確率変数XがSingh-Maddala分布に従うことを，X～SM（a，b，q）と表
せば，Xの確率密度関数f（x）および（累積）分布関数F（x）はそれぞれ，
f（x）＝ aqx
a－１
ba［１＋（xb）
a
］
１＋q，x＞０ ⑴
F（x）＝１－［１＋（xb）
a］
－q
，x＞０ ⑵
によってあたえられる。分位点関数F－１（u）は
F－１（u）＝b［（１－u）－１／q－１］
１／a
，０＜u＜１ ⑶
である。従って，式⑶を用いれば，逆変換法によって，Singh-Maddala
分布からの乱数を容易に生成することができる。
図２はパラメータの変化が分布の形状をどう変化させるかを示したも
のである。b，qを固定して，aの値を変化させたとき，aが大きくなる
につれてモードが右へ移動し，モードが高くなっていることが分かる。
図２ Singh-Maddala分布
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bが大きくなると，aの変化と同様にモードが右へと移動するが，モー
ドは低くなることが分かる。qが大きくなると，bの変化と反対にモー
ドは左へと移動し，モードが高くなっていることが分かる。特にaとq
はそれぞれ分布の左裾と右裾の形状を変化させていることから，Singh-
Maddala分布は柔軟に分布の裾の形状を表現できる分布であることが分
かる。
また，k次のモーメントE（X k）は－a＜k＜aqで存在し，
E（X k）＝b
kB（１＋k／a，q－k／a）
B（１，q） ＝
bk（１＋k／a）（q－k／a）
（q） ⑷
である。ただし，B（・，・）はベータ関数であり，（・）はガンマ関数で
ある。特に，期待値E（X）と分散V（X）はそれぞれ，
E（X）＝bB（１＋１／a，q－１／a）B（１，q） ＝
b（１＋１／a）（q－１／a）
（q） ⑸
V（X）＝b
２｛（q）（１＋２／a）（q－２／a）－２（１＋１／a）２（q－１／a）｝
２（q） ⑹
である。
図３には他のパラメータを一定したときに各パラメータが４次までの
モーメントにどのような影響をあたえるかを図示したものである。一定
とするパラメータは変化させるパラメータが２から５までの間で４次ま
でのモーメントが存在するように，a＝b＝q＝３．０とした。パラメータa
は期待値と分散に影響をあたえ，aが大きくなることは期待値を大きく
する一方，分散を小さくするパラメータであることが分かる。また，a
が変化しても３次と４次のモーメントには大きな変化をあたえないこと
も確認できる。パラメータbが大きくなることは４次までのモーメント
すべてを大きくする効果があることが分かる。他方，パラメータqは４
次までのモーメントすべてに影響をあたえ，qが大きくなるとすべての
モーメントが小さくなることが確認でき，図２の変化を説明できる。
家計調査からみた日本の所得分配：Singh-Maddala分布による検討
８８ （４４４）
2.0
1.
5
a
b
q
2.0
0.
5
a
b
q
2.0
10
a
b
q
2.0
0
a
b
q
E（X） V（X）
E（X4）E（X3）
3.
0
2.
5
2.
0
2.
0
1.
5
1.
0
5.04.54.03.53.02.5 5.04.54.03.53.02.5
30
0
25
0
20
0
15
0
10
0
50
5.04.54.03.53.02.55.04.54.03.53.02.5
60
50
40
30
20
他にも，最頻値は，
xmode＝b（ a－１aq＋１）
１
a
⑺
でによって与えられる。また，所得分配の不平等度を評価する指標の一
つとしてジニ係数がある。ジニ係数は，推定されたパラメータaとqの
関数として表すことができ，
G＝１－（q）（２q－１／a）（q－１／a）（２q） ⑻
図３ モーメント
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である。従って，Singh-Maddala分布のパラメータを推定できれば，ジ
ニ係数をはじめとして分布を特徴付けるものを計算するのは容易である
ことが分かる。詳しくは，Kleiber and Kotz（２００３）またはSingh and
Maddala（１９７６）等を参照されたい。
３．推定
３．１ 尤度
マルコフ連鎖モンテ・カルロ法を用いるにあたって，尤度を定義する
必要がある。グループ・データによる所得分布の推定においては，多項
最尤法による推定が行われてきた。x－－（x１，x２，x３，x４），をパラメータベ
クトルとすると，多項最尤法で用いる尤度は
L
～
（x｜）＝n！F（x１）n１n１！｛
４
i＝２
（F（xi）－F（xi－１））ni－ni－１
（ni－ni－１）！ ｝（１－F（x４））
n－n４
（n－n４）！
⑼
によって定義される。ただし，F（x）は（累積）分布関数である。
一方で，Nishino and Kakamu（２０１１）では多項最尤法で用いる尤度
にかわるものとして，部分順序統計量に基づく尤度を用いることを提案
している。この尤度は，
L（x｜）＝n！F（x１）n１－１（n１－１）！f（x１）｛
４
i＝２
（F（xi）－F（xi－１））ni－ni－１－１
（ni－ni－１－１）！
f（xi）｝（１－F（x４））
n－n４
（n－n４）！
⑽
によって与えられるので，f（x）とF（x）にそれぞれ⑴と⑵を代入すれ
ば，Singh-Maddala分布の尤度となる。本項では⑽にもとづいて分析を
行っていく。これは，⑽のほうが厳密な尤度だからである。
３．２ 事後分析
各パラメータに対して事前分布を仮定するにあたって，＝（a，b，q）
として以下のような密度を持つ同時事前分布を与える。
（）＝（a）（b）（q） ⑾
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具体的には，以下のように事前分布を仮定する。
a～ （０，０），b～ （０，０），q～ （０，０）
ただし， （a，b）はaとbをパラメータに持つガンマ分布である。
⑽と⑾を所与とすると，同時事後密度は
（｜x） （）L（x｜） ⑿
によって与えられるので，⑿から各パラメータに対する全条件付事後分
布を導出し，以下の手順で，乱数を生成する。
ステップ１ a，b，qを初期化する
ステップ２ a｜b，q，xからaをサンプリングする
ステップ３ b｜a，q，xからbをサンプリングする
ステップ４ q｜a，b，xからqをサンプリングする
ステップ５ ステップ２に戻る
各パラメータの全条件付事後分布は標準的な分布でないため，容易に
乱数を生成することができない。従って，以下で示すMetropolis-Hast-
ingsアルゴリズムによって，各パラメータの乱数を生成する。
３．３ Metropolis-Hastingsアルゴリズム
今，確率分布（x）からの乱数を生成したいとする。このことを目標
分布とよぶ。Metropolis-Hastings（MH）アルゴリズムは，提案分布と
よばれる乱数を生成しやすい確率分布を利用して目標分布からの乱数を
生成する方法である。提案分布は，現在の状態を所与としたときの条件
付確率分布であり，以下ではq（y｜x）と表すことにする。このとき，MH
アルゴリズムは以下の手順で表される。
⑴ 初期値x（０）を決める
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⑵ t＝１，２，…に対して次の手順を繰り返す
ⅰ yをq（y｜x（t））から発生させる
ⅱ uを一様分布U（０，１）から発生させ，
x（t＋１）＝｛y u＜―（x
（t），y）の場合
x（t） その他の場合
とする。ただし，（x，y）＝min（１，（y）q（x｜y）（x）q（y｜x））である。
本稿ではy～N（x（t），s２）を仮定した酔歩連鎖によってそれぞれのパラ
メータをサンプリングしている。ただし，s２はチューニング・パラメー
タである。また，本稿でサンプリングの対象となるパラメータ（a，b，
q）の目標分布はそれぞれ提案分布の一部（a＞０，b＞０，q＞０）で
あるので，提案分布から発生させた乱数が目標分布の外（a＜―０，b＜―０，
q＜―０）であった場合には，Chib and Greenberg（１９９８）と同様に（x，y）
＝０とした。MHアルゴリズムの詳細はTierney （１９９４）やChib and
Greenberg（１９９５）等を参照されたい。
４．実証分析
マルコフ連鎖モンテ・カルロ法（MCMC法）を用いるために，事前
分布のハイパー・パラメータを
０＝０＝０＝０＝０＝０＝１．０
と設定し，１００，０００回の反復を行いMCMCによる事後分布からの確率標
本を得た。そして，稼働検査期間として最初の５０，０００回を切り捨て，残
りの５０，０００回のサンプルを事後分布からサンプリングされたものと見な
して推定に用いた。本稿の計算結果はOx Version６．２１（OS X）（Doornik
（２００８）を参照）を用いて得られたものである。
図４には全世帯と勤労者世帯のパラメータの推移を示している。まず，
aの推移に注目してみる。若干の違いはあるものの，１９７８年から１９９９年
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にかけてパラメータが小さくなる傾向を，全世帯と勤労者世帯の両方に
おいて確認することができる。大きな違いとしては，全世帯では１９９９年
以降大きくなっている一方，勤労者世帯では変化していない。次に，b
の推移に目を移すと，全世帯，勤労者世帯のどちらにおいても，１９９７年
までbの値は大きくなっている一方，１９９７年以降全世帯ではbの値が小
さくなっているのに対して，勤労者世帯では全世帯でみられるような変
図４ パラメータa（上段），パラメータb（中段），パラメータq（下段）の推移
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化はみられず，横ばいである。最後に，qの変化をみると，変動はある
ものの，aやbでみられるような大きな変化はなく，全世帯でも勤労者
世帯でも同じように推移しているように見える。大きな違いとしては，
全世帯では１９９７年以降，値が小さくなっているというのが勤労者世帯と
の違いである。
以上の変化が所得分布をどのように変化させたかをみるために，図５
には全世帯と勤労者世帯の所得分布の推移を示している。全世帯と勤労
者世帯のどちらも同じような分布の推移を示しており，まとめると１９７１
年以降所得水準の上昇とともに，モードが大きくなるとともに，分布の
山が低くなるという傾向を１９９０年にかけて確認することができる。その
後，モードが小さくなるとともに，分布の山が高くなるという傾向を
図５ 所得分布の推移
図６ ジニ係数の推移
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１９９０年以降見ることができる。つまり，バブルの崩壊前後を境として，
所得分布の推移に大きな変化があったことをうかがわせる。
所得分布の変化を詳細に検討するために，図６には全世帯と勤労者世
帯のジニ係数の推移を示している。全体としては全世帯のジニ係数の方
が勤労者世帯のジニ係数より大きい。これは，全世帯のデータには勤労
者世帯には含まれない世帯として，高所得者がいると考えられる経営者
や低所得者がいると考えられる無職の世帯が含まれているからであると
考えられる。次に，全世帯ではジニ係数は大きくなる傾向があるのに対
して，勤労者世帯では０．２５のあたりで安定しているように見える。した
がって，勤労者世帯のジニ係数が安定して推移していると言うことは，
全世帯のジニ係数の変化は勤労者世帯に含まれていない世帯の所得の変
化によるものであると考えられるであろう。
具体的に全世帯と勤労者世帯の細かい変化をみていく。まず，全世帯
に注目すると，１９８３年と１９８７年の間と１９９７年と２００７年の間の２回，ジニ
係数の９５％信用区間が重ならないほど大きな所得格差の拡大があったこ
とが確認できる。はじめの格差拡大はバブル期に確認できるのに対して，
２回目の格差拡大はバブル崩壊後のデフレが進む不況化で起こっている
ため，その要因を分析することは興味深いテーマである。しかしながら，
このことは本稿の内容を超えているため，今後の検討課題としたい。次
に，勤労者世帯に目を向けると，１９７１年と１９７４年の間と１９８４年と１９８７年
の２回，ジニ係数の９５％信用区間が重ならないほど大きな所得格差の拡
大があったことが確認できる。期間は全世帯のときと若干異なるものの，
高度経済成長期やバブル期に格差の拡大が確認できる。
最後に，先行研究の結果と比較を行う。西埜他（２００７）ではパレート
分布を仮定して，Nishino and Kakamu（２０１１）では対数正規分布を仮
定して，所得格差の拡大の検定を行っている。いずれの結果も，全世帯
においては１９９０年と１９９５年の間と２０００年と２００５年の間に，勤労者世帯に
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おいては１９９５年と２０００年の間に統計的に有意な格差の拡大があったこと
を指摘している。本稿の結果とは異なる期間に格差の拡大があったこと
を示す結果であるが，対数正規分布を仮定したNishino et al.（２０１２）の
ジニ係数の推移と比較してみると，ジニ係数の推移には同じような傾向
が見られる。つまり，所得分布の仮定は推定された結果を解釈する際に，
結果を大きく左右する影響があるので，仮定する所得分布には細心の注
意を払う必要があることが分かる。
５．結論
本稿では，Singh-Maddala分布を仮定して，家計調査のデータから所
得分布を推定した。推定には，マルコフ連鎖モンテ・カルロ法を用いて，
１９７１年から２００７年までの５分位データからパラメータの推定を行った。
そして，推定されたパラメータからジニ係数を計算し，ジニ係数の推移
を調べた。分析の結果，対数正規分布を仮定して分析を行ったNishino
et al.（２０１２）と同じようなジニ係数の推移を確認できたものの，統計的
に意味のある格差の拡大は全世帯の１９８３年から１９８７年にかけてと１９９７年
以降，勤労者世帯では１９７１年から１９７４年にかけてと１９８４年から１９８７年に
かけてだけで確認された。この結果は，パレート分布と対数正規分布を
仮定した西埜他（２００７）やNishino and Kakamu（２０１１）と異なる結果
であると同時に，所得分布の選択は格差の拡大や縮小を統計的に調べる
上で，結果を大きく左右する重要な問題であるということを意味する。
したがって，本稿の結果から統計的に意味のある格差の拡大という結果
も仮定した分布の選択の誤りに起因する結果であるかもしれないと言う
ことを言及しておかなければならない。
以上のことを踏まえて，最後に今後の課題について述べる。本稿では
所得分布が各年で独立であると仮定した。しかしながら，所得分布の推
移には時系列的な構造があると考えられる。実際，Nishino et al.（２０１２）
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では所得分布に対数正規分布を仮定したもとで，確率的ボラティリティ
モデルを導入したモデルの方が，各年で独立であると仮定したモデルよ
りも望ましいことを示している。Singh-Maddala分布における時系列構
造の導入は一つの課題であると考えられる。また，Singh-Maddala分布
よりもパラメータの多いより柔軟な分布を仮定した方が，精度良くジニ
係数を推定できるかもしれない。Kakamu and Nishino （２０１３）では
McDonald and Xu（１９９５）で提案された一般化ベータ分布を推定して，
その可能性について言及している。これらについては今後の研究課題と
したい。
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Summary
Income Distributions from Family Income and Expenditure
Survey in Japan：
An Examination Assuming Singh-Maddala Distribution
Kazuhiko KAKAMU
This paper estimates the income distribution parameters using the
quintile data from Family Income and Expenditure Survey in Japan
from １９７１ to ２００７ and examined the trend of the Gini coefficients,
which are calculated from the estimated parameters. In the empirical
analysis, we assume the Singh-Maddala distribution as an income dis-
tribution, utilize a likelihood based on a selected order statistics and
estimate the parameters via a Markov chain Monte Carlo（MCMC）
method. If we assume the Singh-Maddala distribution as an income
distribution, the increases of the Gini coefficients can be observed in
１９８３―１９８７ and １９９７―２００７ in two-or-more person households and in
１９７１―１９７４ and１９８４―１９８７ in workers’households, respectively.
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